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Abstract
This paper reviews the research trends concerning “Cross Cultural Kid (CCK)” and 
“Third Culture Kid (TCK)” in and outside Japan. With the increased mobility and 
cultural mixing of  today’s globalized world, a childhood in intercultural/transcultural 
environments is more and more common across the globe. The growing number of  
these children―children of  immigrants/transmigrants, temporary workers, overseas 
students, professionals, cross-national/cross-cultural marriages―demands our attention 
to further research and there has been an increasing research interest in some interdis-
ciplinary fi elds of  education, communication, sociology, psychology, anthropology, and 
migration studies. This literature review aims to invite discussions across disciplines, to 
develop new approaches to examining such children’s experience of  migration process 
and childhood growing up among multiple cultures, and to deepen our understanding 
of  this emerging “new children” who transcend existing frameworks and nation-state 
boundaries.
Key words:  cross cultural kid, third culture kid, transnational migration, globalization, 
integration
はじめに：なぜ，CCK/TCK 研究なのか？
　国境を超える人の移動は，グローバルな市場経済の動きとともに世界
的に拡大を続け，その規模は今や 2 億人に達する勢いである。その結果，
日本を含む OECD1）諸国の大半の国々で，「外国人・外国生まれ」の人口
は年々増加してきた2）（図 1）。米国，カナダ，オーストラリアなどの移民
国であれ，移民の受け入れを前提としていない日本のような非移民国で
あれ，少子高齢化と外国人人口比率の増大という人口動態の現実を前に，
「外国人移住者家族とその子どもたち」をいかに社会の中に平和的に統合
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（integration）していくかが重要な政策課題となっている。
　しかし，「今・ここ」で意味を持つ言語と文化を現在進行形で内面化し
ていく発達途上の子どもたちのアイデンティティは，「外国人・外国生ま
れ」といった国籍や生まれによる単純な二分法や，単一帰属を前提とした
固定的な「国民」の分類図式では捉えきれなくなっている。各国で進む人
口構成の多様化は，定住化した外国籍マイノリティの帰化や「国際結婚：
cross-national, cross-cultural marriage」の増加を背景にした「国民」内部の
多様化を伴って進行しており，社会の構成員を分かつ境界は交錯してい
る。その結果，主流集団や主流文化との関係性において「マジョリティ社
会の一員」とも「全くの外国人」ともいえない曖昧な「境界空間」3）に位
置づけられ，誰が，どこで，何を基準に境界を引くかによって，社会の中
での「位置づけ：labeling」や本人自身の「位置取り：positioning」が流動
する子どもたちが増えている。
　そうした子どもたちの存在が顕在化されるのは，例えば移民二世やエス
ニック・マイノリティの若者による「暴動4）」といった「問題化」される
局面に限定されがちだが，一方で，資本・頭脳流出や高度人材・ケア労働
人材の国際獲得競争の文脈で注目される移民企業家や医師，看護士・介護
図 1　OECD 諸国の外国人・外国生まれ人口の年平均変化率（1992―2002 年）
1． 以下の国以外は 1992 ～ 2002 年の年平均変化率。カナダ（1991―2001），フランス（1990―
99），ハンガリー（1994―2002），スロバキア（1995―2002），アメリカ合衆国（1994―2002）。
2．オーストラリア，カナダ，アメリカ合衆国の場合は変化率は外国生まれ人口。
出典：OECD（2006a）: p. 35
― 207 ―
士，エンジニア，あるいは多国籍企業・IT 企業で働く「トランスナショ
ナル・キャリア層」に帯同する子どもたちはどうなっているのだろうか。
　さらに，今日では，永住が前提で一方向に移動する「国際移民：
international migrant」より，永住と一時滞在の間
あいだ
の移住形態で，双方向・
多方向な移動を繰り返し，複数の社会に跨る越境的な社会空間やネット
ワークを編成する「還流型移民：transnational migrant」が増えている5）。
ケータイ・メール・インターネット電話で母国の親族と日常的なコミュニ
ケーションを維持しつつ，母国の情報や商品にも，グローバルに流布する
消費文化にもアクセスできる。そんなトランスナショナルな「文化化」6）
空間で育つことが，発達途上の子どもたちにどのような影響を与えている
のか。従来とは異なる質と量で増え続ける「移動する家族の子どもたち」
をめぐる学際的な共同研究，新たな理論的枠組みや方法論が求められてい
る7）。
　本稿の課題は，様々な形で日本でも増え続けている境界空間の子どもた
ちを，「異文化間に育つ子ども：Cross-Cultural Kid（以下 CCK）」「第三文
化の子ども：Third Culture Kid（以下 TCK）」という新しい人間カテゴリー
から捉え，CCK/TCK に関する内外の研究動向を学際的にレビューするこ
とで，何が今日の CCK/TCK をめぐる本質的な課題なのかを見極めるこ
とである。
1 ．CCK・TCK とは誰か
1.1　異文化間（メタ空間）に育つ子どもたち
A Third Culture Kids (TCK) is a person who has spent a signifi cant part of  his 
or her developmental years outside the parent’s culture. The TCK builds rela-
tionships to all of  the cultures, while not having full ownership in any. Although 
elements from each culture are assimilated into the TCK’ life experience, the 
sense of  belonging is in relationship to others of  similar background.　　　
 (Pollok & Van Reken, 1999, p. 19)
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　1960 年代，母国文化とホスト文化をつなぐ「間
あいだ
の文化」（culture 
between cultures），すなわち「第三文化」と形容しうるような「海外在住
者特有の文化」の中で育つ子どもを名指す呼称として「Third Culture Kid」
という概念が提出された（Useem, et. al, 1963）。その後，「第三文化」とい
う概念は，1 つの文化から別の文化へと関係性を拡げる過程で生成され，
学ばれる「新しいメタ文化の総称」としてその適用範囲が広がり，TCK
概念も「異文化間に育つというメタ経験を共有する子どもたちの総称」と
なる（Pollok & Van Reken, 前掲）8）。
　TCK は，どの文化に対しても完全に一体化することはないのが特徴だ。
言語や習慣などそれぞれの文化的諸要素はかれらの生活経験の中に様々に
吸収されてゆくが，移動に伴う社会の意味体系の変化に応じ再編され，か
れらに新しいものの見方・考え方・行動の仕方をもたらす。そうした日常
の文化経験を経て，かれらの帰属意識は「母文化」でも「ホスト文化」で
もない，「排除」の経験と「違和」の感情を共有する「文化的境界者」の
中に見出すようになるのである。（Eidse & Sichel, 2004; 関口，2003）
1.2　CCK/TCK の戦略的ポジションと今日的意義
　「移動」と「文化のずれ」を生きる文化的越境者に対する社会的文脈は，
歴史相対的にみれば好転している。二つの文化に育つ文化化過程を，主流
文化への同化を果たしきれない根無し草状態とみる「葛藤・欠如態・境界
人」（Confl ict/Defi cit /Marginal）モデル9）から，文化的準拠枠の複数化に
よる肯定的発達効果を期待する「バイカルチュラル・マルチカルチュラル・
統合」（Bicultural/Multicultural/Synthesis）モデル10）へ，さらには，多元的
アイデンティティを生きるしかない，不安定に流動化する複合文化社会に
適合的な「グローバル化時代の典型・多元」モデル11）へ，つまり，「非典型」
から「典型」へと，TCK の位置づけが変化してきている。
　そうした時代の文脈変化の中で，純正の文化要素を前提にした既存のど
の語彙にも違和を感じる「文化的アウトサイダー」たちが，「文化間移動
と異文化間成長というメタ経験
4 4 4 4
を共有する者」の総称として「第三文化の
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子どもたち」という新たな人間カテゴリーに帰属感を見出し，自らの積極
的な存在理由を主張できるポジティブな自称として TCK を名乗るように
なったのである。
　だが，同じ「文化的越境者」とはいえ，TCK の語源となる「宣教師・
軍属・外交官・企業の仕事で海外に派遣された親とともに，母国や会社
を代表し，その特権的庇護の下で12），ホスト社会に外国人として一時的に
滞在し，母国への帰国が前提の子どもたち」（Cottrell, 2007）と，定住者
であるエスニック・マイノリティの子どもや国際結婚家族の子どもでは，
文化交差の実態も解決すべき課題も次元が異なる。そのため，「誰が TCK
を名乗るべきか」の論争を経て，「異文化間に育つ子どもたち」の包括的
総称は「Cross-Cultural Kids」と定義され，TCK は CCK の一類型と位置づ
け直されることで，何が共通で何が異なるのかを精査する CCK 間の比較
研究を推進していくことになった（Van Reken & Bethel, 2005）。
　ただ，名前が「CCK」であれ「TCK」であれ，既存の範疇を超えた「文
化的越境者」を意味する TCK/CCK の視点の今日的意義は，従来からの
固定的な境界線で様々に分断されてきた境界空間の子どもたちをつなぎ，
エンパワーする機能である。TCK/CCK は，その境界空間という戦略的ポ
ジション，すなわち「接触しながらも完全に一体化せず，どこかに内面
的な距離感と緊張感を保つ」（小井土，2002）ことのできる境界空間から，
文化の自明性や自立性の神話を相対化し，既存の枠組みで硬直したあらゆ
る呪縛と制度を乗り越えていく潜在的可能性を宿しているのである。
1.3　CCK の文化交差の多様性
　表 1 は，CCK をめぐる文化交差のあり方を「文化交差の理由×国際・
国内」で類型化したものである。親が国籍の異なる人との国際結婚を決め
た場合や，同国籍であっても異なる文化的背景を持つ人との結婚を選んだ
場合，あるいは国際／異文化間養子縁組を決めた場合，その子どもは家族
構造上，二文化／多文化交差の環境に置かれる。また，様々な理由で親が
移動を決断する／余儀なくされる場合，さらに最近の傾向として，親が子
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どもの学校を地球規模で選んだり，国内でもインターナショナル校に入れ
たりする場合，子どもは教育上の移動に伴う異文化間交差を経験すること
になる。それ以外にも，居住地域に言語文化の異なるニューカマー外国人
がまとまって流入してきた場合や，住んでいる地域が多様なエスニック・
マイノリティが暮らすコミュニティである場合，そこに暮らす子どもたち
の文化化環境は二元的／多元的状況に置かれることになる。
2 ． 子どもの世界で進むトランスナショナル化・トランスカル
チュラル化
　次に，人口動態の視点から，日本においても生まれや育ちと国籍の境界
が交錯する CCK が国内外で増加している実態を確認しておこう。
　2006 年 10 月 1 日現在，「海外在留邦人」（日本国籍を有する者の数：
3 ヶ月以上の長期滞在者と在留国の永住権を持つ永住者の合計）は 106 万
3,695 人13）で，過去 15 年間増え続けている（図 2）。日本人海外移民の子
孫である「日系人」14）については，日本国籍を持たない日系人は含まない
表 1　CCK をめぐる文化交差の 6類型
文化交差の理由 国際文化交差 国内文化交差
家族構造 国際結婚（国籍が異なる者との結婚）
国際養子
異文化間（人種 / 民族 / 宗教）結婚
異文化間（人種 / 民族 / 宗教）養子
移動 駐在（企業・政府機関・宗教機関・
軍属）：TCK
還流移住（起業家・高度人材・単純
労働）
難民・亡命（政治・戦争・紛争・環境）
非正規入国（起業家・高度人材・単
純労働）
子どもの教育／学校の海外選択
転勤
子どもの教育／学校の国内選択
社会状況（居住地
域の人口動態）
新来外国人の流入地域 マイノリティ（人種 / 民族 / 宗教）
が多数暮らすコミュニティ
出典：Cottrell, 2007, p. 10 及び Portes & Rumbaut, 2006, p. 21 を参考に追加・修正を加えて関口作成
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が，日本国籍を有する「重国籍者」は含む。
　学齢期の「海外児童生徒」の数は，90 年代を通じ 5 万人前後とほぼ横
ばいだが，2000 年代から増加に転じ，2006 年には 5 万 8,304 人である。
滞在地域別でみると，アジアでの増加率が高く，1971 年以来「海外子女
統計」で常に最多地域だった北米を抜いて，2005 年からはアジア地域が
最多となっている15）。就学形態別では，「全日制日本人学校」18,526 人，
「現地校＋日本の補習授業校」16,058 人，「現地校（ないしインターナショ
ナル校）」23,720 人と，近年では現地校就学者の増加が著しい。従来，ア
ジア地域では「日本人学校志向」，欧米地域では「現地校志向」が多いと
され，2006 年データでも，アジアでは日本人学校就学者が 63.2％と最多
で，北米では 98％が現地校就学者（内，補習校併学が 56.8％）である。
ただし，アジアでも日本人学校就学割合は年々減少傾向にある。1980 年
代に 94％以上あったのが，1995 年は 86.7％，2006 年には 63.2％と低下し
ており，その分，現地校（実際はインターナショナル校が多い）就学者が
増えている（佐藤，2007）。
　一方，国内の「在留外国人登録者数16）」（外国籍を有する者の数：3 ヶ
月以上の長期滞在者と日本での永住権を持つ永住者の合計）は，「出入国
管理及び難民認定法」改定があった 1990 年以降増加の一途であり，2006
図 2　海外在留邦人と学齢期の子どもの数の推移
出典：外務省領事局政策課『海外在留邦人数調査統計』各年度
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年末現在 208 万 4,919 人と過去最高を更新中である（図 3）17）。それに伴い，
14 才以下の乳幼児期・学齢期の子どもの数も増え続けており，日本語を
母語としない子どもたちの保育や教育の問題，特に中学校段階での「不就
学・ドロップアウト」の問題が喫緊に解決すべき課題として認識されてい
る18）。
　また，急速な少子化が進む日本で，「父母の双方ないし一方が外国籍で
ある子ども」の数は増加している（図 4）。若い労働力として流入した 20
代・30 代の外国籍の人々が家族形成期に入っており，「日本生まれ・日本
育ちの外国籍 CCK」が増加しているのだ。また，国内外で届出があった
日本人の婚姻の 14 組に 1 組が国際結婚（2005 年人口動態統計）の時代と
なり，「日本国籍を持つ国際結婚 CCK19）」も国内外で増加している。日本
国内に限れば，2000 年以降，出生総数のおよそ 2％を占めるようになって
おり，日本で生まれる 50 人に 1人が「国際結婚 CCK」ということである。
　以上，日本の CCK をめぐる人口動態を概観した。子どもの世界のトラ
ンスナショナル・トランスカルチュラル化が進んでいることは明らかであ
ろう。
図 3　在留外国人登録者と 14 歳以下の子どもの数の推移
出典：入管協会『在留外国人統計』各年度版
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3 .　CCK の類型別研究動向
　以下では，文化間接触を伴う境界領域の構造やそこで展開する人間形
成過程にアプローチしてきた異文化間教育，国際移住研究の分野を中心
に，日本の CCK/TCK を対象とした文献をレビューする。ヴァンレケ
ンの「CCK モデル」（Van Reken & Bethel, 2005, p. 3）を援用し，① TCK
（海外帰国生）② Educaional CCK（教育上の文化間移動を経験する子ど
も）③ Children of  Bi/Multicultural（国際結婚・異文化間結婚の子ども）④
Children of  Immigrant/Transmigrant（移民／還流型移民の子ども）の 4 類
型20）に沿って，最近の研究動向をみていく。尚，国際結婚家族の子ども
が海外駐在帯同ないし単身留学する場合もあれば，ニューカマー移住労働
者の子どもが混血である場合もあり，複数の類型にまたがる子どもが増え
ていることを予め確認しておきたい。
3.1　TCK（海外帰国生）
　日本で TCK にあたる「海外帰国子女」という社会的カテゴリーが生ま
れたのは 1960 年代（箕浦，2002）で21），研究が最も活発化したのは 80 年
代だ。当時，日本経済の国際化に伴い，海外在住日本人の子どもは 3 万
図 4　父母の双方／一方が外国籍の出生児数の推移（1987―2004）
出典：厚生労働省統計情報部『人口動態統計』各年版
参考：国立社会保障・人口問題研究所編集（2005, 2006）嘉本作成データ（嘉本，2007，p. 51）
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～ 4 万人，帰国する子どもが 1万人規模となり，日本の教育を受けずに海
外で成長した子どもたちが進路選択で不利を被っていることが「社会問題
化」（Kitsuse, et. al., 1984）された。外交官や大企業のビジネスマンなど高
い階層の親たちの影響力によって（Goodman, 1990），海外では日本人学校・
補習校の整備，国内では帰国子女受入校や高校大学入試での特別枠などが
設置されていった。この時期，「帰国生救済教育」（佐藤，1997）の制度化
を支える形で，異文化間教育の領域では学際的アプローチ（教育学・心理
学・人類学・社会学・言語学・コミュニケーションなど）による子どもの
異文化体験の実態や適応教育のありようを探る研究が多数輩出された22）。
　しかし，教育の政治的パラダイムが近代化から国際化へ，グローバル化
へとシフトするにつれ，「帰国子女」を「救済されるべきかわいそうな存
在」ではなく，「日本の国際化・グローバル化戦略の中でその特質が生か
されるべき有望な人的資源」とする文脈が優勢になり，「英語」を話し，
「アクティブ」で「有能」，「華やか」な憧れのブランドイメージとしての
「帰国子女」ステレオタイプ（Goodman, 2001；嘉納，2006；佐藤，1997；
Sekiguchi, 2001, 2002）が定着した。その後，周囲から問題視される対象
は 90 年以降急増したニューカマー外国人や国際結婚家族の子どもに移り，
海外帰国生を対象とする研究は量的に激減する。
　一方で，TCK が実際にステレオタイプ通りの特質を持っているのか
（Selmer ＆ Lam, 2004），成人した帰国 TCK が実際にどんな学歴を経て，
どんなキャリア選択をしてきたのかを探る研究も出てきており，高学歴
傾向と学歴による階層再生産性が指摘されている（Cottrell, 2002；佐藤，
1999）。
　また，文化接触研究における文化概念の前提が本質主義から構築主義へ
と転換する 90 年代，自明とされていた「われわれ日本人」の文化を問い
直し，「日本人」と「非日本人」の境界線の恣意性・曖昧さを問う研究23）
が増え，帰国生のアイデンティティ研究も変容する。「何者であるか」と
ルーツ（roots）を問うのではなく，「何者になるのか／なることができる
のか」というアイデンティフィケーション」の過程（routes）を問う戦略的・
― 215 ―
位置的なもの（Hall, 1996）と捉え，「国民国家」単位の文化帰属の有無で
はなく，表象のされ方に応じて複数の可能性の中からその都度選び取られ
る政治的な境界折衝プロセスとして，アイデンティティを関係論的に描く
カルチュラルスタディーズ（渋谷，2007）系譜の研究が増えてくる。
　一方，「海外子女教育」の研究も転換期を迎えている。日本人学校に在
籍する国際結婚家族の子どもの増加24）を背景に，帰国を前提としない「定
住型」の子どもや，日本人学校卒業後に第三国に出国ないしインターナショ
ナル校に進学する「移動型」の子どもにとっても意味のある教育が問われ
るようになってきている。「日本への帰国準備教育」を兼ねた「国民教育」
の場としての「単一文化型」から，子どもたちのトランスナショナル化に
対応した「多文化型」海外子女教育（佐藤，2007）への新展開が求められ
ているのである。
3.2　Educational CCK25）（教育上の文化間移動を経験する子ども）
　1980 年代に米国で顕在化した「Parashute Kids：パラシュート・キッズ」
（Zhou, 1998；Portes & Rumbaut, 2006, p. 19）がこの類型にあたる。台湾を
始め，韓国，香港，中国本土，インド，フィリピンなどの裕福なトランス
ナショナル企業家層が，自国にはない教育機会と英語力獲得のため，子ど
もたちを小学校から高校課程の未成年段階で米国にパラシュート（単身送
りこむこと）させ，最終的には米国の大学に進学させることを意図したも
のだ26）。また，日本人の米国駐在家族の中にも，子どもが高校の上級学年
になると米国での大学進学を選択し，父親の帰国辞令が下りても，子ども
は単身（または母親と）残留するケースが増えている（山田，2004）27）。
　『Newsweek 日本版』（2007 年 9 月 12 日）では，世界で急増する低年齢
留学の実態や，富裕層の親向け早期留学セミナーや世界の名門学校見学ツ
アーなど，小中学生の留学に関わる教育サービス産業の展開が特集され，
日本の事例として，海外で子育て／教育するためにオーストラリア，ブラ
ジル，フランスに移住したトランスナショナル・キャリア層の家族や，子
どもをスイスの寄宿舎学校にパラシュートさせた夫婦ともに医師の家族を
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紹介している。母語忘却，幼くしての親離れによる精神不安，親子関係の
希薄化など，リスクの高さが指摘されているにもかかわらず，「グローバ
ル化のパスポート」として，幼い子どもに海外留学させる親は減りそうも
ないという。
　また，アジア地域で日本人学校の在籍生徒の多様化やインターナショナ
ル校に通う日本人が増加しているのと同様，日本国内のインターナショナ
ル校でも在籍生徒の多国籍化が進んでいる。日本のインターナショナル校
にいったんパラシュートさせ，その後米国の大学への道を開くことを目指
す韓国系の子ども（オールドカマー，ニューカマーを含めて）が増え，国
際結婚の子どもや日本人の子どもも増加している28）。さらに，英語と中国
語が学べる上に欧米系インターナショナル校に比べて学費も安い中華学校
でも日本人の入学希望者が増えている（佐久間，2006；月刊イオ，2006）。
　こうした形の Educational CCK は，今後も増えることが予想される。し
かし，国境を超える教育選択が可能なのは，経済的資本（お金）・人的資
本（学歴・スキル）・社会的資本（コネ）を持ち，情報収集力に長けた親
のみだろう。実際，パラシュート・キッズの世界を探った Zhou（前掲）
の調査結果では，33 事例と一般化はできないものの，親の大半が高学歴
の専門職ないし経営者であり，他から羨まれるような恵まれた環境（アッ
パーミドルクラスのコミュニティで持ち家に住み，高級車もケータイもお
金も自由に使える生活）を子どもに与えていた。そして，子どもたちは，
米国人ピア集団と接触の少ないパラシュート・ワールドの中で，同じパラ
シュート仲間と勉強に専心するライフスタイルを続け，その多くが高い学
業達成を果たしている。
3.3　 Children of Bi/Multicultural Parents（国際結婚・異文化間結婚の子
ども）
　日本社会の中で「国際結婚の子どもの典型」として認知されてきた「日
米国際結婚 CCK」について縦断的・横断的に知るには，自らも日本人の
母とアイルランド系アメリカ人の父を持つ臨床心理学者マーフィー重松
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（2002）の「アメラジアン：知られざるマイノリティ問題」が網羅的だ。
　この書は，日米国際結婚の子どもを，現在の日本で最も一般的に使われ
ている「ハーフ」や，公正かつポジティブな呼称として使われるようになっ
てきた「ダブル」ではなく，「アメラジアン（AmerAsian）」という広い枠
組みで捉える。「基地の落とし子」といった米国軍事政策の影をまとう「ア
メラジアン」という言葉を，敢えて「アメリカ国籍を持つ親とアジア諸国
に国籍を持つ親との間に生まれた全ての人々」の総称として定義し，アメ
ラジアンをめぐる問題を包括的に捉えるための手段として用いることで，
日本と米国に暮らすアメラジアンだけでなく，フィリピン，韓国，タイ，
ベトナムと，米軍基地とともに世界に散らばるアメラジアンの集団間比較
を可能にしている。そして，アジア各国・日本・沖縄での長年のフィール
ドワークを基に，アメラジアンの子どもたちの背景にある歴史社会構造的
な不平等をあぶり出し，米軍が駐留するアジア各国で発生してきた「知ら
れざる世界的規模のマイノリティ問題」に光をあて，一般向けに書き下ろ
した意義は大きい。
　また，「国際結婚の子ども」といえば，「カワイイ・カッコイイ」，「英語
を話すバイリンガル」といったメディアで描かれる典型的なステレオタイ
プ（Murphy-Shigematsu, 2001; Sekiguchi, 2001）29）に代表されがちであるが，
英語が話せない「島ハーフ」と呼ばれる沖縄のアメラジアンや，現代日本
の国際結婚の典型である「日中・日比・日韓国際結婚（父日本籍×母外国
籍）」の子どもにも目を向ける必要がある30）。国籍・名前・外見の点で可
視化されず，一般の統計からはなかなか見えてこない「日中・日比・日韓
国際結婚の子どもたち」も，日本社会の「知られざる CCK マイノリティ」
であるからだ。
　野入（2000）は，「沖縄のアメラジアン」のアイデンティティと教育保
障の問題を在日米軍基地の 75％が集中する沖縄に根ざす構造的特殊性の
視角から分析し，現在の日本の国際結婚の7～8割は「妻がアジア系外国人」
であるのに対し，沖縄では逆に「夫が外国人」のケースが全体の 7割を占め，
しかもその内 9割近くが米国人という沖縄社会の特殊性を指摘した。そし
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て，「子どもの遺棄・父親の認知・養育費・不十分な教育機会」などの問
題は構造的に生み出されている側面があり，すべてを結婚の当事者である
沖縄女性の個人的責任に帰すことはできないとして，公的な制度的支援が
必要だと主張する。
　このことは，3 万～ 6 万人に上る31）とされる日本人の父親に遺棄された
「日比国際結婚の子ども（JFC： Japanese-Filipino Children）」の問題（板垣，
2005）とも重なる。「国際結婚の子ども」の中でも「見えない存在」とし
て教育上極めて不利な状態にあったアメラジアンや JFC のために，母親
や民間有志が「アメラジアン・スクール」と「ELCC 国際子ども学校」を
立ち上げてきたが，これらの学校は現在も民間の無認可校であり，財政基
盤は不安定なままだ（月刊イオ，2006）。かれらの教育権を公教育制度の
中で確実に保障していくために，バイリンガル教育・多文化教育の制度化
を支える形での学際的協働研究が求められている32）。
　その他，国際結婚 CCK の言語・文化・アイデンティティを探る理論的
枠組みについては，バイリンガリズム研究の視点から「異言語間家族」を
捉える枠組みを示した山本（2007）や，自らも多人種・多文化な背景を
持つ臨床心理学者ルートによる一連の研究（Root, 1999, 2001, 2003）があ
る。日本国内の多様な CCK との比較（Murphy-Shigematsu, 2006）や各国
の異文化間結婚事例比較（Breger & Hill, 1998），国際結婚文献レビュー
（Cottrell, 1990）も参考になろう。また，舌鋒痛快なエッセイでありつつ，
実は本質主義的な「日本人論」「日本文化論」批判の視角を備え，国際結
婚家族の新しい形を示す『無境界家族』（森須，2002）33）は，「想像の共同体」
（アンダーソン，2004）としての「日本」という国のあり方を越境者の視
点から問い直す好著である。
3.4　 Children of Immigrants/Transmigrants（移民の子ども／還流型移
民の子ども）
　1990 年代に急増した「ニューカマーの子どもたち」は「新しい移住者
第二世代」として，この類型に入る。学齢期の外国人の子どもの増加に
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伴い，教育現場や地域社会で「問題」が共有され始め，「ニューカマーの
子ども」に関する研究は急増した。教育社会学・異文化間教育の分野を中
心に，不就学・中学／高校中退の実態をいかに把握し，学業不振と進路の
問題にどう取り組んでいくのか，言語・文化・アイデンティティが多様に
異なる子どもたちにどう向き合い，多文化エージェントとしてのかれらの
存在を日本の保育体制・学校体制・社会全体の構造改革にどうつなげてい
けるかが様々に議論されてきた（太田，2000；志水・清水，2001；児島，
2006；佐久間，2006；関口，2003；宮島・太田，2005；山田，2006）。
　しかし，ニューカマーの子どもの数や実態を正確に把握できる統計も全
国的調査もないために，特定の学校や地域でのフィールドワークに基づく
質的事例研究に偏っており，個々の研究を有機的に対応づける概観図はま
だ描かれていない（梶田ら，2005；郡司，2005）。米国の新移民第二世代
（New Second Generation）の実態を探る体系的・縦断的な社会学的調査を
進めてきたポルテスとランバードらによる量質ともに充実した研究成果
（Portes & Rumbaut, 2001, 2006; Rumbaut & Portes, 2001）に比して，量的・
縦断的調査が不足しており，研究の主張を支える統計的な裏づけや理論化
する力は弱い。国際社会学の分野では，梶田ら（2005）の研究を始めとし
て，小井土（2005a，2005b）・樋口（2006）・Ooishi（2005）の研究が，国
際移住過程の理論的枠組を提供する羅針盤の役割を果たしているが，第二
世代の子どもに割かれた頁は限られている。日本でも第二世代に焦点をあ
てた全国レベルの社会学的共同研究が期待される。
　そうした中で，鍛冶（2007）による中国帰国生徒の研究成果は貴重であ
る。大阪の 1 つの中学校区での継続的なフィールドワークよって集積され
た聴き取り・進路追跡データを基に 147 人の中国帰国生徒の進路規定要因
を探り，①中国帰国生徒の高校進学達成度は「渡日時の年齢と渡日時編入
学年」（移民世代）に，最終学歴達成度（高校中退・高校卒業・高等教育）
は中国での父親の職業に代表される「社会経済的地位」に強く規定される
こと，②「日本生まれ・就学前に渡日した子ども」と「中学生として渡日
した子ども」において高校進学達成度が低いこと，③「在留資格がない」
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ことは子どもの最終学歴（教育年数）を縮めることを統計的に実証した。
　2000 年代に入り，日本生まれのニューカマー小学生や乳幼児期に来日
したニューカマー中学生が急増する中，「誰が支援を必要とするのか」を
立証する研究といえる。ニューカマーの子どもが在籍する学校現場で経験
知として共有されてきた「日本生まれ・低年齢来日のニューカマーの子ど
もの学業不振」を統計的に裏づけし，「中学生で編入して日本語が不自由
な子ども」には各種サポートが用意されていても，「日本語が普通に話せ
る日本生まれ・就学前来日の子ども」は各種教育サポートも高校入試・大
学入試の特別枠も利用できない現在の支援体制の問題点を明らかにできた
点で大きな意味があろう。
　また，パレニャス（2005）の研究は，トランスナショナル移住労働者家
族の子どもの中でも，これまで見過ごされてきた「フィリピンに取り残さ
れ，海外就労にでた両親または片親（多くの場合母親）と長期間離れた状
態で親族に預けられて生活する子どもたち」の生活実態を明らかにした。
フィリピンに残された「日比国際結婚の子どもたち」の先行研究としても
重要な位置を占める希少なフィールドワーク調査報告である。
3.5　何が CCK を分かつのか：労働市場の階層化と子どもの教育格差34）
　図 5は，グローバル化する日本の労働市場の階層分化構造を示したもの
である。一番上層部は，多国籍化した大企業や世界を舞台に活躍する専門
家集団からなる「トランスナショナル・キャリア層」だ。ここでは，多様
性・独創性・コミュニケーション能力など国境を超えて通用する「多元的
な能力」（本田，2005）と業績が問われ，国籍は関係ない。
　その下の中産階層は，働く場は様々だが，一定の生活水準が保障された
正規雇用層である。国籍による処遇の違いがある職場もあり，また，経営
合理化によるリストラなどで，下へ転落する不安を抱える。
　さらにその下は，「フレキシブル労働力」として膨張するパート・アル
バイト・派遣・請負等のいわゆる「フリーター階層」だ。この非正規・有
期雇用の不安定労働層は，日本人／外国人の境界で，まず分断される。所
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得と仕事内容でも分断され，世代・ジェンダー・エスニシティによる重層
差別も内包し，若者，女性，低所得層，アジア・南米系外国人労働者が多
数を占める。
　さらに外国人労働者の間には，合法 / 非合法の分断ラインが存在する。
1990 年の出入国管理及び難民認定法改定で，就労活動に制限のない在留
資格を認められ，90 年代に急増した「日系外国人」は，「合法就労者」と
してワンランク上の位置づけだ。「研修生」「実習生」の在留資格で来日し，
実質は低賃金労働に従事する外国人はこの境界線上に位置する。そして，
労働条件は，階層ピラミッドの下へいくほど過酷になり，最底辺に位置付
けられた「資格外就労外国人」は，人権侵害に晒されながら末端の労働現
場を支えている。
　子どもが受けられる教育も，親の階層をそのまま反映したピラミッド
構造に階層化している。「ワーキング・プア（働く貧困層）」や「H
ヒ
I
ッ
K
ク
S
ス
：
Half  Income with Kids（年収が半分になった子持ち夫婦）」など若年世代
の非正規社員化に伴う貧困化や，子どもの学力と学習意欲の階層分化（苅
谷ら，2002，関口・宮本，2004）が危惧される中，自己選択・自己責任・
自助努力を軸とした教育改革の流れは，塾や進学費用が賄えない，選択す
図 5　グローバル化する労働市場の階層化
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る術を持たない階層の子どもたちの教育リスクをいっそう高める方向に作
用してきた。
　CCK を分かつ最大の分断ラインは，親の社会経済的階層と在留資格と
いえるだろう。「トランスナショナル・キャリア層」の子どもとして移動
するのか，「資格外就労者」の子どもとして移動するのか。移動する家族
とその子どもたちを待ち受けている生活の質，子どもたちが受けられる教
育の質，選択肢の幅は，「持てる層」と「持たざる層」の間で両極化して
いるといわざるをえない。
　今日の CCK/TCK をめぐる本質的な課題は，CCK 間の階層化と教育格
差である。文化的越境者としての潜在的可能性を開花させることもできな
いまま片隅に見過ごされている「持たざる層」の CCK たちは，いったい
どのくらいいるのだろうか。
おわりに
　The proclamation of  the ‘multicultural age’ refl ects in my opinion the life ex-
perience of  the new global elite which, whenever they travel (and they travel a 
lot, by plane or on the World Wide Web) fi nd other members of  the same global 
elite who speak the same language and worry about the same things.　　　
 （Bauman, 2004, p. 95）
　外国人人口比率の増大は，とりわけ高い失業率を持つ地域においては社
会的緊張を招く。今，世界各国の統合政策は，そうした社会的緊張の解決
策として，二つの両極化した動きを見せている。ホスト社会への同化と分
離・棲み分けの強化というバックラッシュ的な方向と，重国籍を認め，複
数の言語文化と複数のアイデンティティへの帰属を活かしつつ，「多様性
の中の統合」を進める方向だ。フランスでの移民の若者の暴動を始め，そ
の後の世界の動きを見れば，ここ数年で顕著になっているのは，前者の方
向に向かう動きだろう。
　バウマン（2004）のいう通り，現状では，「多文化の時代」「多様性の時
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代」の主張は，トランスナショナルな移動を自由に繰り返す「新しいグ
ローバル・エリート層」の生育歴を反映した，特権層の間にしか通用しな
いものかもしれない。経済的資本も人的資本も社会的資本も持たない者た
ちは，子どもたちのためにより良い教育を選択する術も，自由に移動する
資格も持っていない。
　トランスナショナル・トランスカルチュラルな子どもたちは今後も増え
ることが予測される。すべての CCK の子どもたちを，親の属性によらず，
その潜在的文化ポテンシャルを活かし，多文化人材に育てていくには，公
教育制度の中で多文化・多言語に対応できるシステムを構築し，少なくと
も高校レベルまでの教育保障をしていく体制を整える必要があるだろう。
注
本稿は，2007 年度フラッテン研究奨励金特定研究「日本における TCK/CCK 研究」
の一環である。
１）経済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development：
以下，OECD）は民主主義を原則とする 30 カ国の先進諸国が集まる国際機関で，
OECD 加盟国は，オーストラリア，オーストリア，ベルギー，カナダ，チェコ，
デンマーク，フィンランド，フランス，ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，アイ
スランド，アイルランド，イタリア，日本，韓国，ルクセンブルグ，メキシコ，
オランダ，ニュージーランド，ノルウェー，ポーランド，ポルトガル，スロバ
キア，スペイン，スウェーデン，スイス，トルコ，英国，米国である。欧州員
会（European Commission）も OECD 活動に参加している（OECD, 2006b）。
２）OECD 諸国による「移民」の定義は各国様々であるが，図 1 は受け入れ国の
国籍を持たない外国人や外国生まれの人口として測定されている。米国，カナ
ダ，オーストラリアの変化率は外国生まれ人口による。変化率がマイナスのベ
ルギー，フランス，オランダ，スウェーデンは帰化率が高い（2002 年で外国
人人口の 5 ～ 9％）ため，相対的には高い外国人流入を相殺した結果である。
ハンガリーの場合は期間中に外国人の母国（ルーマニア，旧ユーゴスラビア，
ポーランド，スロバキア）帰還が多かったためである。
３）「境界空間（liminal space）」とは，文化と文化の間，分離と再統合，中心と周縁，
マジョリティとマイノリティ，過去と現在と未来といった区分を跨いで流動す
る空間であり，同時に，それらの間を繋ぐ境界的・過渡的状態／過程として存
在する曖昧な時空間である。移動と交流に伴う混成化された文化の実態と社会
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の認識枠組のズレがもたらす「文化とアイデンティティの不安定さや複合性」
をありのままに把握し，記述するのに有効な概念である。
４）90 年代初頭から移民二世やエスニック・マイノリティの若者による暴動は米
国，イギリス，オーストラリアなどで頻発してきたが，こうした暴動が起こる
背景を知るには，森（2007）が参考になる。2005 年フランス郊外で広がった
移民の若者の暴動を，民族や宗教の差異に起因する「文明の衝突」と促えるの
ではなく，脱工業化による郊外の貧困化や雇用の不安定化，郊外団地への移
民家族の集住化とそれに伴う空間のスティグマ化，福祉国家の縮小と「夜警国
家」化が進行する中で複合的にのしかかる「上からの暴力」に対する若者たち
の反応であり，新自由主義時代のグローバル経済システムに内在する「構造的
暴力」に起因すると分析している。
５）International Organization for Migration, 2006 を参照。具体的には，Parreñas, 
2005；Portes & Rumbaut, 2006；関口，2003：竹下，2007。
６）文化化（enculturation）とは，教育人類学の基礎概念で，「社会化・発達・教育」
といった概念を含む包括的な人間形成過程を意味する。社会の構成原理として
の文化（社会に共有されるものの見方・行動の仕方・感じ方）が家族，仲間集
団，教師，学校，近隣社会，メディアなど様々な人・媒体・空間との相互作用
を通じて，子どもの心理社会的発達プロセス，アイデンティティ形成過程に連
動していく過程である。詳細は関口（2003）参照。
７）そうした学際的研究成果を共有する 1 つの試みとして，2006 年家族社会学会
での国際セッション「グローバル化時代の移動する家族と子どもたち：TCK・
ブラジル日系・ムスリムとの国際結婚」が企画され，筆者も発表した（嘉
本，2007；Cottrell, 2007；関口，2007；竹下，2007）。2008 年 6 月には学際的
国際会議“Childhood & Migration: An Interdisciplinary Conference”が米国ペンシ
ルバニア州フィラデルフィアで開催される予定だ。詳細は，http://globalchild.
rutgers.edu/conference2008.htm（2007 年 9 月 10 日アクセス）。
８）筆者もこの広義の TCK 概念を導入して日系ブラジル人の子どもたちの事例
から異文化間に育つ子どものアイデンティティ形成過程を分析した（関口，
2003）。
９）例えば Park, 1928: Child, 1943: Stonequist, 1937。
10）例えば Adler, 1998: Phinney ＆ Rotheram, 1987: Ramirez ＆ Castenada, 1974。
11）例えば Bauman, 2004, 2007: Hall& Du Gay, 1996: 小森，2005：Nilan ＆ Feixa, 2006: 
Root, 1996: 関口，2003：上野，2005: Van Reken, Bethel, 2005。
12）Knörr（2005）は，アフリカ諸国で「白人」として育ったドイツ人 TCK の特
権的状況をもじり，“Today’s Colonial Kids”と表現している。
13）在留邦人が多い国は①米国（370,386）②中国（125,417）③ブラジル（64,802），
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④イギリス（60,751）であるが，最近の動向として，日系企業の進出先である
中国での長期滞在者が増えており，職種別・地域別でみると，民間企業関係者
が圧倒的に多いのはアジア・中東地域であるのに対し，留学生・研究者・教師
が多いのは太平洋・北米・西欧地域となっている。尚，在イラク邦人数は安全
上の理由で公開されておらず，数値には含まれていない。（外務大臣官房領事
移住部領事移住政策課『海外在留邦人数調査統計　平成 19 年版』）。
14）「日系人」とは「海外に移り住んだ日本人移住者とその子孫」と一般に定義さ
れるが，ヒラバヤシら（2006）は，「日本から移民し，現在も定住している社
会に独自のコミュニティと生活様式を形成した日本人を祖先とする人々とその
子孫」，「一時的に日本に帰国し日本で生活・労働し，主流の日本人社会とは別
のアイデンティティを持つデカセギ」，「日本人を祖先とする者としてアイデン
ティティを保持しているなら，部分的に日本人を祖先に持つ人々」のいずれ
も「日系人」とする。つまり，世代を経ようと，どこで居住しようと，外国籍
でも混血でも，エスニックなルーツを共有する者としての自覚があるなら「日
系人」とみなすという，主観的エスニック・アイデンティティから定義してい
る。世界に散らばる日系人総数はおよそ 260 万人（『海外在留邦人数調査統計
平成 17 年版』）とされるが，国籍の有無を問わず，こうした人々を「潜在的国
民」（梶田ら，2005）とするなら，海外で「日本にゆかりのある人」は相当数
にのぼるはずだ。
15）海外子女統計調査は 1971 年から始まり，1971 年 8,662 人，1981 年 30,200 人と，
1991 年に 5 万人に達するまでは 5 年ごとに約 1 万人単位で増えていた（Kano, 
2004）。尚，2006 年の地域別では多い順に①アジア（21,954）②北米（20,218）
③欧州（11,231）④大洋州（2,394）⑤中南米（1,225）となっている（http://
www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/004/001/001/004.pdf）。
16）外交官，日米地位協定等に該当する米国軍人・軍属及びその家族，特例上陸許
可者は外国人登録の対象とはならず，統計数値に含まれていない。尚，超過
滞在者など外国人登録していない非正規滞在者の数は，2006 年 1 月 1 日現在，
19 万 3745 人（法務省統計，2006 年 3 月 24 日）とされる。
17）図 3 の年次が 1990 年で始まっているのは，『在留外国人統計』の発刊が 1985
年～ 1995 年版までは隔年（それ以降は毎年刊行）で，1990 年末のデータしか
参照できなかったため。尚，外国人急増の契機となった 1990 年「出入国管理
及び難民認定法」改定をめぐる経緯とその結果「日系人」が意図せず急増した
背景については，「国家」の境界と「日本人／外国人」の境界メカニズムから
分析した梶田（2006，pp. 108―137）に詳しい。
18）高まる懸念を受け，文部科学省は平成 17 ～ 18 年度「不就学外国人児童生徒支
援事業」の一環として，初の「外国人の子どもの不就学実態調査」を実施し
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た。調査は南米出身日系人等の「ニューカマー外国人」集住自治体を中心に
12 自治体の教育委員会が戸別訪問や郵送アンケートで行なわれたが，義務教
育年齢の登録者のうち不就学者数が 112 人（1.1％），居所不明の者が 1,732 人
（17.5％）といった結果報告に，実際に外国人の子ども支援に携わる関係者か
らは，実態からはほど遠い過少な結果と指摘されている。
19）1985 年の国籍法改定で父母両系血統主義となり，国際結婚の子どもの国籍は，
父母のいずれかが日本国籍であれば，子どもは日本国籍を与えられるように
なった。したがい，国籍法上は「日本人」である。ただし，現行法では，重国
籍になる者は 22 歳までに国籍選択が求められている。
20）本稿では，モデルの中の“Children of  Immigrants”を，最近の動向を示すため
に，“Children of  Transmigrant”と併記した。またここで取りあげていない類型
に該当する文献レビューついては稿を改めたい。
21）海外へ家族とともに移住した戦前 TCK としての「在外子弟」の異文化間教育
の視点からの研究は，小島（2000）を参照。
22）例えば，星野，1980；小林，1984；箕浦，1984；八代，1990。
23）例えば，網野，1990；小熊，1998；酒井，1994。異文化間教育学会紀要『異文
化間教育』の特集でも，22 号で「異文化間教育研究と日本人性」，24 号で『異
文化間教育の語り直し：他者・境界・分節化』といったテーマが取り上げられ
ている。
24）特に韓国・台湾・中国の日本人学校では国際結婚家族の子どもの増加が著し
い。2004 年の文部科学省の調査によれば，国際結婚家族の子どもの在籍割合
は，ソウル日本人学校で 38.7％，台北日本人学校で 31.6％，北京日本人学校で
26.8％となっており，日本人学校全体でも 11.8％と 1 割を占めるようになって
いる（佐藤，2007）。
25）Educational CCK は新たに加えられた類型（嘉本，2007，p. 49）である。
26）米国永住の選択肢を確保する将来への投資的な意味合いに加え，台湾の場合
は子どもに徴兵制の回避もさせられるなど様々な理由が背景にあったという
（Zhou, 1998）。
27）逆に 1980 年代には，特に男子の場合，日本での受験のために親から離れて単
身日本に帰国させられたり，母親と息子だけ帰国するケースが多かった（佐藤，
1999）。
28）例えば，かつては滞日アメリカ人の子どものための学校だった東京都内にある
米国系インターナショナル校の国籍別在校生の内訳は，米国 195 人，日本 96
人（重国籍者を加えると 100 人以上，帰国生徒も多い），韓国 44 人，カナダ
21 人などとなっており，日本人を含むアジア系児童生徒の増加が著しい（佐
久間，2006）という。
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29）Murphy-Shigematsu（2001）は，日米国際結婚の子どもが日本でどのように表
象されてきたのかを，「あいのこ」「混血児」「ハーフ」「国際児」「ダブル」と
呼称の変遷とともに歴史的・社会的な文脈から分析している。Sekiguchi（2001）
は，日本人の「外国人」ステレオタイプの変遷を，1960 年代，1990 年代，
2000 年に実施された質問紙調査の結果を基に分析した。「変種の日本人」グ
ループの分析の中に「帰国子女」「日系人」「国際結婚の子ども」の調査結果も
含まれている。
30）時代によってどの国籍との国際結婚が多いかは異なる。詳細は，国際結婚の増
加と多様化の実態を，戦後日本社会の結婚や家族のあり方，日本経済と雇用形
態の変化から分析した嘉本（2006）を参照。
31）日比国際結婚の件数や子どもの数の推移については鈴木（2006）を参照。
32）東京外国語大学多言語・多文化教育研究センターが実施する「協働実践研究」
は，多言語教材の開発とともに，今後の進展が期待される。
33）妻はオーストラリア国籍と英国籍の重国籍者で『批判的想像力のために：グ
ローバル化時代の日本』等の著作もある学者テッサ・モリス＝スズキ。トラン
スナショナル・キャリア層に属する国際結婚家族の一事例である。
34）この部分は，図 5を含め，関口（2006）の一部抜粋である。
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